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１．平成17年９月中間期の業績（平成17年４月１日～平成17年９月30日）

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年９月中間期 5,623 (　 2.3) 280 (△22.8) 91 (△65.2)

16年９月中間期 5,499 (　－　) 363 (　－　) 262 (　－　)

17年３月期 11,372 816 560

中間(当期)純利益
１株当たり中間
(当期)純利益

百万円 ％ 円 銭

17年９月中間期 △111 (　－  ) △25 47

16年９月中間期 132 (　－  ) 32 59

17年３月期 250 61 60

（注）①期中平均株式数 17年９月中間期 4,374,791株 16年９月中間期 4,063,320株 17年３月期 4,063,320株

②会計処理の方法の変更 有

③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率であります。

(2）配当状況  

１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円 銭 円 銭

17年９月中間期 0 0 　　　　――――――

16年９月中間期 0 0 　　　　――――――

17年３月期 　　　　―――――― 20 00

 

(3）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

17年９月中間期 21,867 3,219 14.7 705 47

16年９月中間期 19,536 2,688 13.8 661 65

17年３月期 20,124 2,820 14.0 694 25

（注）①期末発行済株式数 17年９月中間期 4,563,310株 16年９月中間期 4,063,320株 17年３月期 4,063,320株

②期末自己株式数 17年９月中間期 1,690株 16年９月中間期 1,680株 17年３月期 1,680株

２．平成18年３月期の業績予想（平成17年４月１日～平成18年３月31日）  

 売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金

期末  

  百万円  百万円  百万円 円 銭 円 銭

通　期 11,800  750  279  20 00 20 00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　61円22銭

※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで

おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。

なお、上記予想に関する事項は添付資料の８ページを参照して下さい。
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７．個別中間財務諸表等
(1）中間貸借対照表

  
前中間会計期間末

（平成16年９月30日）
当中間会計期間末

（平成17年９月30日）
対前中間
期比

前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）            

Ⅰ　流動資産            

１．現金及び預金   2,388,834   3,453,683    2,718,392  

２．受取手形   1,404,137   1,409,432    1,538,455  

３．売掛金   2,489,003   2,643,356    2,513,682  

４．たな卸資産   133,378   186,397    137,829  

５．繰延税金資産   78,797   100,651    85,264  

６．その他 ※２  407,186   639,462    574,719  

貸倒引当金   △134,419   △195,016    △140,072  

流動資産合計   6,766,919 34.6  8,237,966 37.7 1,471,047  7,428,269 36.9

Ⅱ　固定資産            

１．有形固定資産 ※１           

(1）賃貸資産  18,608,738   19,025,022    18,119,153   

減価償却累計額  11,571,514 7,037,224  11,147,721 7,877,301   11,216,031 6,903,121  

(2）土地   2,600,268   2,511,966    2,600,968  

(3）建設仮勘定   105,672   162,660    113,730  

(4）その他  2,329,158   2,292,958    2,386,069   

減価償却累計額 ※５ 1,462,817 866,340  1,413,560 879,398   1,522,303 863,766  

有形固定資産合計   10,609,506   11,431,325  821,819  10,481,587  

２．無形固定資産   622,571   650,037  27,466  641,885  

３．投資その他の資産            

(1）繰延税金資産   355,727   297,775    339,466  

(2）その他 ※１  1,668,439   1,658,008    1,683,997  

貸倒引当金   △486,594   △407,537    △450,789  

投資その他の資産
合計

  1,537,573   1,548,245  10,672  1,572,674  

固定資産合計   12,769,650 65.4  13,629,608 62.3 859,958  12,696,147 63.1

資産合計   19,536,569 100.0  21,867,575 100.0 2,331,005  20,124,416 100.0

            

（負債の部）            

Ⅰ　流動負債            

１．支払手形   569,321   626,045    685,715  

２．買掛金   809,870   748,254    848,477  

３．短期借入金 ※１  650,000   650,000    750,000  

４．１年以内に返済予
定の長期借入金

※１  3,501,570   4,418,300    3,997,200  
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前中間会計期間末

（平成16年９月30日）
当中間会計期間末

（平成17年９月30日）
対前中間
期比

前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

金額（千円）
構成比
（％）

５．１年以内に償還予
定の社債

  －   180,000    －  

６．未払法人税等   49,788   50,719    116,331  

７．賞与引当金   94,413   98,826    91,141  

８．設備支払手形   1,180,577   1,166,118    1,021,605  

９．その他   428,017   639,968    560,454  

流動負債合計   7,283,558 37.3  8,578,233 39.2 1,294,674  8,070,924 40.1

Ⅱ　固定負債            

１．社債   700,000   2,420,000    700,000  

２．長期借入金 ※１  6,609,000   5,936,900    6,705,000  

３．退職給付引当金   84,474   72,517    77,761  

４．役員退職慰労引当
金

  520,500   533,500    531,100  

５．長期設備支払手形   1,550,307   847,501    1,120,107  

６．その他   100,225   259,632    98,543  

固定負債合計   9,564,507 48.9  10,070,051 46.1 505,544  9,232,513 45.9

負債合計   16,848,066 86.2  18,648,284 85.3 1,800,218  17,303,438 86.0

            

（資本の部）            

Ⅰ　資本金   307,250 1.6  519,750 2.4 212,500  307,250 1.5

Ⅱ　資本剰余金            

１．資本準備金  209,250   557,750    209,250   

資本剰余金合計   209,250 1.1  557,750 2.6 348,500  209,250 1.0

Ⅲ　利益剰余金            

１．利益準備金  76,812   76,812   － 76,812   

２．任意積立金            

別途積立金  1,890,000   2,010,000   120,000 1,890,000   

３．中間（当期）未処
分利益又は中間未
処理損失（△）

 173,167   △21,668   △194,836 291,036   

利益剰余金合計   2,139,980 10.9  2,065,143 9.4 △74,836  2,257,848 11.3

Ⅳ　その他有価証券評価
差額金

  32,973 0.2  77,607 0.3 44,633  47,580 0.2

Ⅴ　自己株式   △950 △0.0  △960 △0.0 △10  △950 △0.0

資本合計   2,688,503 13.8  3,219,290 14.7 530,786  2,820,978 14.0

負債資本合計   19,536,569 100.0  21,867,575 100.0 2,331,005  20,124,416 100.0
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(2）中間損益計算書

  
前中間会計期間

（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

対前中間
期比

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   5,499,076 100.0  5,623,827 100.0 124,751  11,372,486 100.0

Ⅱ　売上原価   3,398,147 61.8  3,584,882 63.7 186,734  7,105,764 62.5

売上総利益   2,100,928 38.2  2,038,945 36.3 △61,983  4,266,722 37.5

Ⅲ　販売費及び一般
管理費

  1,737,828 31.6  1,758,785 31.3 20,956  3,450,464 30.3

営業利益   363,099 6.6  280,159 5.0 △82,940  816,258 7.2

Ⅳ　営業外収益 ※１  96,681 1.8  63,387 1.1 △33,294  123,415 1.0

Ⅴ　営業外費用 ※２  197,133 3.6  252,149 4.5 55,015  379,262 3.3

経常利益   262,647 4.8  91,396 1.6 △171,250  560,412 4.9

Ⅵ　特別損失 ※3.4  16,125 0.3  152,358 2.7 136,223  65,146 0.6

税引前中間
（当期）純利
益又は税引前
中間純損失
（△）

  246,522 4.5  △60,961 △1.1 △307,484  495,266 4.3

法人税、住民
税及び事業税

 43,766   44,781    174,871   

法人税等調整
額

 70,315 114,081 2.1 5,694 50,476 0.9 △63,605 70,085 244,957 2.1

中間（当期）
純利益又は中
間純損失（△)

  132,440 2.4  △111,438 △2.0 △243,878  250,309 2.2

前期繰越利益   40,727   89,769  49,042  40,727  

中間（当期）
未処分利益又
は中間未処理
損失（△）

  173,167   △21,668  △194,836  291,036  
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

１．資産の評価基準及び評価方

法

(1）有価証券

子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法

(1）有価証券

子会社株式及び関連会社株式

同左

(1）有価証券

子会社株式及び関連会社株式

　同左

 その他有価証券

時価のあるもの

　中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定して

おります。）

その他有価証券

時価のあるもの

同左

その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定しており

ます。）　

 時価のないもの

　移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

 (2）デリバティブ

時価法

(2）デリバティブ

同左

(2）デリバティブ

同左

 (3）たな卸資産

商品

　移動平均法による原価法

(3）たな卸資産

商品

同左

(3）たな卸資産

商品

同左

 貯蔵品

　最終仕入原価法

貯蔵品

同左

貯蔵品

同左

２．固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産

　定率法を採用しております。

　ただし、賃貸資産及び平成10年

４月１日以後取得した建物（附属

設備を除く）については、定額法

を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

賃貸資産　　　　　 ３～８年

建物及び構築物　　 ７～24年

機械装置及び器具備品

４～15年

　また、取得価額が10万円以上20

万円未満の資産については、３年

で均等償却する方法を採用してお

ります。

(1）有形固定資産

同左

(1）有形固定資産

同左

 (2）無形固定資産

　ソフトウェア（自社利用）につ

いては、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法を採用

しております。

(2）無形固定資産

同左

(2）無形固定資産

同左

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失

に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

(1）貸倒引当金

同左

 (2）賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、支給見込額の

当中間会計期間負担額を計上して

おります。

(2）賞与引当金

同左

(2）賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、支給見込額の

当事業年度の負担額を計上してお

ります

 (3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当中間会計期間末の簡便法による

退職給付債務及び年金資産の額に

基づき計上しております。

(3）退職給付引当金

同左

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末の簡便法による退職

給付債務及び年金資産の額に基づ

き計上しております。　
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項目
前中間会計期間

（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

 (4）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく中間期末要

支給額を計上しております。

(4）役員退職慰労引当金

同左

(4）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく期末要支給

額を計上しております。　

４．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

同左 同左

５．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっておりま

す。

(1）ヘッジ会計の方法

同左

(1）ヘッジ会計の方法

同左

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利キャップ、

金利スワップ

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

ヘッジ対象…借入金

 (3）ヘッジ方針

　金利リスクの低減のため、対象

債務の範囲内でヘッジを行ってお

ります。

(3）ヘッジ方針

同左

(3）ヘッジ方針

同左

 (4）ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ開始時から有効性判定時

点までの期間にかかるキャッ

シュ・フロー変動額の累計を比較

する方法によっております。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

同左

(4）ヘッジ有効性評価の方法

同左

６．その他中間財務諸表（財務

諸表）作成のための基本と

なる重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

なお、仮受消費税等及び仮払消費

税等は、相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示しておりま

す。

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。 

 なお、仮受消費税等及び仮払消費

税等は、相殺のうえ、流動資産の

「その他」に含めて表示しておりま

す。

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。　

－ 44 －



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

項目
前中間会計期間

（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

  ───── （固定資産の減損に係る会計基準）

　当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会　平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号　平成15

年10月31日）を適用しております。

　これにより税引前中間純損失は

125,836千円増加しております。

　なお、減損損失累計額については、

改正後の中間財務諸表規則に基づき

各資産の減価償却累計額に含めて表

示しております

  ─────
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追加情報

前中間会計期間

（自　平成16年４月１日

至　平成16年９月30日）

当中間会計期間

（自　平成17年４月１日

至　平成17年９月30日）

前事業年度

（自　平成16年４月１日

至　平成17年３月31日）

  ────── （スプレッド方式による新株発行）   ──────

 平成17年６月９日に実施した有償一般募集

による新株式発行（500,000株）は、引受証

券会社が引受価額（1,200円）で買取引受を

行い、当該引受価額とは異なる発行価格

（1,122円）で一般投資家に販売するスプ

レッド方式によっております。

 スプレッド方式では、発行価格と引受価額

との差額39,000千円が事実上の引受手数料で

あり、引受価額と同一の発行価格で一般投資

家に販売する従来の方式であれば新株発行費

として処理されていたものであります。

　このため、従来の方式によった場合に比べ、

新株発行費の額と資本金及び資本準備金合計

額は、それぞれ39,000千円少なく計上されて

おります。その結果、経常利益は同額多く計

上され、税引前中間純損失は同額少なく計上

されております。
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
（平成16年９月30日）

当中間会計期間末
（平成17年９月30日）

前事業年度末
（平成17年３月31日）

※１．担保に供している資産 ※１．担保に供している資産 ※１．担保に供している資産

賃貸資産 1,748,458千円

建物 145,529

土地 628,109

投資有価証券 38,796

計 2,560,893

賃貸資産 1,259,804千円

建物 138,969

土地 544,687

投資有価証券 57,961

計 2,001,422

賃貸資産 1,496,784千円

建物 142,426

土地 628,109

投資有価証券 43,860

計 2,311,179

　上記を短期借入金500,000千円、１年以

内に返済予定の長期借入金1,618,000千円、

長期借入金2,513,000千円の担保に供して

います。

　上記を短期借入金400,000千円、１年以

内に返済予定の長期借入金1,484,400　　

　　千円、長期借入金811,200千円の担保

に供しています。

　上記を短期借入金500,000千円、１年以

内に返済予定の長期借入金1,672,800千円、

長期借入金1,955,600千円の担保に供して

います。

※２．劣後信託受益権

　流動資産の「その他」の中には、信託方

式による受取手形債権の流動化に伴い保有

する劣後信託受益権（132,450千円）が含

まれております。

※２．劣後信託受益権

　流動資産の「その他」の中には、信託方

式による受取手形債権の流動化に伴い保有

する劣後信託受益権（187,083千円）が含

まれております。

※２．劣後信託受益権

　流動資産の「その他」の中には、信託方

式による受取手形債権の流動化に伴い保有

する劣後信託受益権（275,434千円）が含

まれております。

  ３．保証債務

　関係会社のリース債務に対する保証

  ３．保証債務

　関係会社の金融機関からの借入金、リー

ス債務に対する保証

  ３．保証債務

　関係会社の金融機関からの借入金、リー

ス債務に対する保証

㈱キャディアン 900千円 ㈱キャディアン 100,573千円 ㈱キャディアン 100,737千円

  ４．当社は、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行３行と貸出コミットメント契

約を締結しております。これら契約に基づ

く当中間会計期間末の借入未実行残高は次

のとおりであります。

  ４．当社は、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行３行と貸出コミットメント契

約を締結しております。これら契約に基づ

く当中間会計期間末の借入未実行残高は次

のとおりであります。

  ４．当社は、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行３行と貸出コミットメント契

約を締結しております。これら契約に基づ

く当事業年度末の借入未実行残高は次のと

おりであります。

貸出コミットメン

トの総額
1,200,000千円

借入実行残高 －

差引額 1,200,000千円

貸出コミットメン

トの総額
1,200,000千円

借入実行残高 －

差引額 1,200,000千円

貸出コミットメン

トの総額
1,200,000千円

借入実行残高 －

差引額 1,200,000千円

※５．　　　　  ────── ※５．減価償却累計額には、減損損失累計額が

含まれております。

※５．　　　　  ──────
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（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの

受取利息 2,757千円

受取配当金 3,247

賃貸資産受入益 53,795

受取賃貸料 14,964

受取利息 6,120千円

受取配当金 5,715

賃貸資産受入益 13,207

受取賃貸料 16,549

受取利息 6,943千円

受取配当金 4,099

賃貸資産受入益 44,414

受取賃貸料 31,547

※２.営業外費用のうち主要なもの ※２.営業外費用のうち主要なもの ※２.営業外費用のうち主要なもの

支払利息 155,336千円

支払手数料 13,500

支払利息 133,157千円

支払手数料 27,268

社債発行費 28,061

株式上場費用 31,901

支払利息 305,307千円

支払手数料 46,918

※３．特別損失のうち主要なもの ※３．特別損失のうち主要なもの ※３．特別損失のうち主要なもの

固定資産除却損 1,128千円

投資有価証券評価損 5,011

関係会社株式評価損 6,734

貸倒引当金繰入 2,100

固定資産除却損 26,522千円

減損損失 125,836

固定資産除却損 45,949千円

投資有価証券評価損 6,111

関係会社株式評価損 6,734

貸倒引当金繰入 1,150

※４．　　　　  ────── ※４．減損損失

　当中間会計期間において、当社は以下の

資産グループについて減損損失を計上しま

した。

(1）減損損失を認識した主な資産

 場所 用途  種類

大阪府吹田市 賃貸用駐車場 土地

広島県東広島

市

賃貸用マン

ション
土地及び建物

愛知県名古屋

市

賃貸用マン

ション
土地及び建物

青森県青森市
賃貸用機材セ

ンター

借地権、建物

及び構築物

(2）減損損失の認識に至った経緯

　　　当該賃貸用資産に係る継続的な地価の下

落及び当初想定していた収益が見込めなく

なったこと等により、減損損失を認識して

おります。

(3）減損損失の金額

土地 89,002千円

建物

構築物

11,851

21,469

借地権 3,512

合計 125,836

(4）資産グルーピングの方法

　　　当社の減損会計適用にあたっての資産の

グルーピングは、継続的に損益の把握を実

施している単位を基礎としております。具

体的には事業用資産は主として地域性をも

とに区分した地域ブロック単位毎に、賃貸

用資産は物件毎に、資産のグルーピングを

行っております。

(5）回収可能価額の見積り方法

　　　当資産グループの回収可能価額は、正味

売却価額により測定しており、時価は不動

産鑑定基準に基づく鑑定評価額等を基礎と

して評価しております。

※４．　　　　  ──────

  ５．減価償却実施額   ５．減価償却実施額   ５．減価償却実施額

有形固定資産 682,588千円

無形固定資産 7,663

有形固定資産 731,792千円

無形固定資産 6,292

有形固定資産 1,372,189千円

無形固定資産 9,051
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①　リース取引

前中間会計期間
（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

(借主側） (借主側） (借主側）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

中間期末
残高相当
額
（千円）

有形固定資
産のその他
及び無形固
定資産

282,443 147,918 134,525

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

中間期末
残高相当
額
（千円）

有形固定資
産のその他
及び無形固
定資産

276,832 198,024 78,808

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

有形固定資
産のその他
及び無形固
定資産

276,832 168,815 108,017

（注）取得価額相当額は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、支払利子込

み法により算出しております。

（注）　　　　　　同左 （注）取得価額相当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法によ

り算出しております。

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額

１年内 69,044千円

１年超 97,829千円

合計 166,873千円

１年内 49,838千円

１年超 53,740千円

合計 103,578千円

１年内 62,004千円

１年超 76,030千円

合計 138,035千円

（注）未経過リース料中間期末残高相当額は、

未経過リース料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算出して

おります。

（注）　　　　　　同左 （注）未経過リース料期末残高相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算出しております。

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 29,979千円

減価償却費相当額 29,979千円

支払リース料 29,051千円

減価償却費相当額 29,051千円

支払リース料 58,541千円

減価償却費相当額 58,541千円

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

 

 

（減損損失について） 

　リース資産に配分された減損損失がない

ため、項目等の記載は省略しております。 

 

 

 

(貸主側） (貸主側） (貸主側） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引

　未経過リース料中間期末残高相当額 　未経過リース料中間期末残高相当額 　未経過リース料期末残高相当額

１年内 9,704千円

１年超 22,643千円

合計 32,348千円

１年内 10,495千円

１年超 14,275千円

合計 24,770千円

１年内 10,495千円

１年超 19,522千円

合計 30,017千円

（注）上記はすべて転貸リース取引に係る貸主

側の未経過リース料中間期末残高相当額

であります。

　なお、当該転貸リース取引はおおむね

同一の条件で第三者にリースしているの

でほぼ同額の残高が上記の借主側の未経

過リース料中間期末残高相当額に含まれ

ております。

（注）　　　　　　同左 （注）上記はすべて転貸リース取引に係る貸主

側の未経過リース料期末残高相当額であ

ります。

　なお、当該転貸リース取引はおおむね

同一の条件で第三者にリースしているの

でほぼ同額の残高が上記の借主側の未経

過リース料期末残高相当額に含まれてお

ります。
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②　有価証券

　前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度において子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあり

ません。
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（１株当たり情報）

前中間会計期間
（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

１株当たり純資産額 661円65銭

１株当たり中間純利益金額 32円59銭

１株当たり純資産額 705円47銭

１株当たり中間純損失金額 25円47銭

１株当たり純資産額 694円25銭

１株当たり当期純利益金額 61円60銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、１株当たり

中間純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

　(注）　１株当たり中間（当期）純利益金額又は1株当たり中間純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間会計期間

(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

中間（当期）純利益又は中間純損失（△）

（千円）
132,440 △111,438 250,309

普通株主に帰属しない金額（千円） － － －

（うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) (－) 

普通株式に係る中間（当期）純利益又は

普通株式に係る中間純損失（△)

（千円）

132,440 △111,438 250,309

期中平均株式数（千株） 4,063 4,374 4,063
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（重要な後発事象）

前中間会計期間
（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

１．当社は、平成16年９月22日開催の

取締役会において、静岡県内の営業

強化を目的として子会社設立を決議

し、平成16年10月１日に設立いたし

ました。会社の概要は以下のとおり

であります。

商号 ㈱ヒラマツ

本店 静岡県榛原郡榛原町

細江2387番地の１

事業目的 仮設機材レンタル

代表者 平松知博

資本金 10,000千円

平成17年３月31日現在

株主構成 エスアルージータカミ

ヤ㈱　　　      60％

 平松知博　　    40％

１．　　　 ────── １．当社は、平成17年５月９日及び平

成17年５月20日開催の取締役会にお

いて、下記のとおり新株式の発行を

決議し、平成17年６月９日に払込が

完了いたしました。この結果、平

成17年６月９日付で資本金は

519,750千円、発行済株式総数は

4,565,000株となっております。 

①募集方法 ：一般募集(ブ　ック

ビルディング方式

による募集) 

②発行する株

式の種類及

び数

：普通株式

500,000株

③発行価格 ：１株につき

1,200円 

一般募集はこの価格にて行いました。

④引受価額 ：１株につき

1,122円

この価額は当社が引受人より１株当

たりの新株式払込金として受取った

金額であります

なお、発行価格と引受価額との差額

（１株につき78円）の総額は、引受

人の手取金となります。

⑤発行価額 ：１株につき850円

(資本組入額425円)

⑥発行価額の

総額

：425,000千円

⑦払込金額の

総額

：561,000千円

⑧資本組入額

の総額

：212,500千円

⑨払込期日 ：平成17年６月９日

⑩配当起算日 ：平成17年４月１日

⑪資金の使途 ：賃貸資産の購入等
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前中間会計期間
（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

２．当社は、平成17年１月20日開催の

取締役会決議に基づき、新ニチメン

機材株式会社と平成17年２月１日付

で営業譲渡契約を締結いたしました。

　営業の譲り受けに関する事項の概

要は次のとおりであります。

(1）譲り受けの目的

　新ニチメン機材株式会社の所有

する仮設機材（パワーフレーム）

は、主に都市型土木工事でシェア

を確保しており、当社の未開拓な

市場であります。この度の営業の

譲り受けは、当社にとって新たな

市場の確保と更なる事業基盤の強

化に繋がるものと判断し、決定し

たものであります。

２．　　　  ────── ２． 当社は、平成17年５月20日開催

の取締役会決議に基づき、設備資金

の安定的かつ効率的調達を目的とし

て、株式会社ＵＦＪ銀行を主幹事と

する金融機関10社からなるシンジ

ケート団と以下のとおりシンジケー

トローンの契約を締結いたしました。

契約日 平成17年５月27日

契約金額 4,000,000千円

契約期限 平成21年４月30日

担保 無担保

保証 無保証

(2）譲り受ける事業の内容

　新ニチメン機材株式会社の仮設

機材（パワーフレーム）のレンタ

ル及び販売に関する営業

 

(3）譲り受ける資産

　仮設機材　350,000千円

　その他詳細については別途協議

のうえ決定することとしておりま

す。

 

(4）営業譲り受け日

　平成17年４月１日

 

(5）その他、重要な特約

　譲受け先の従業員の取扱いに関

しては、当該従業員を新設する運

営会社（当社100％子会社）にて

全員を正社員として雇用するもの

とし、その他詳細については別途

協議のうえ決定することとしてお

ります。
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前中間会計期間
（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

３．当社は、平成17年２月22日開催の

取締役会において、土木建築工事用

仮設足場（パワーフレーム）の販売

及びレンタルを目的として子会社設

立を決議し、平成17年２月25日に設

立いたしました。会社の概要は以下

のとおりであります。

３．　　　  ────── ３．　　　  ──────

商号 ㈱ＳＮビルテック

本店 東京都新宿区北山伏町

１番11号

事業目的 土木用建築仮設足場の

販売及びレンタル

代表者 中村　孝

資本金 30,000千円（100％出資)

平成17年３月31日現在
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